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副目的

款 項 目 大 中

障害者支援団体助成事業

会計区分 事業類型 一般

担当係

事業番号 141

平成26年度 事務事業評価シート平成26年度 事務事業評価シート平成26年度 事務事業評価シート平成26年度 事務事業評価シート

健康福祉部
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要要要要

一般会計 担当課

事務事業名 担当部

1

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

障害者団体の育成と活動補助を行うことにより、団体の活性化、障がい者（児）の社会参加

を支援する。

内容

（手段）

総合計画

分野別計画

予算区分

事業期間

自立に向けた就労・社会参加を支援します

1

平成１２年度以前

保健・福祉

3

～

地域福祉課

障がい福祉係

7

小牧市社会福祉関係団体等育成費補助交付金交付要綱

2

平成３０年度以降

障がい者（児）福祉

◆２５年度実施内容

身体障害者福祉協会、肢体不自由児（者）父母の会、手をつなぐ育成会へ運営補助金の交

付を行った。

◆２５年度直接経費の内訳

　身体障害者福祉協会補助金（300千円）

　肢体不自由児父母の会補助金（40千円）

　手をつなぐ育成会補助金（40千円）
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Ｈ25決算額

直接経費

00

52
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対前年比

その他財源

462

正職員

一般財源

0

費用合計

52

従事者数

人件費

無

52

380

52

Ｈ23決算額

従事者数

410

その他職員

人件費

費

用

0.01

0
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国・県支出金

432

Ｈ24決算額

93.5

財

源

0.00

432
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0

432

0

432

100.0

0.00

0

462

受益者負担

Ｈ26予算額

380380

00

0.01 0.01

432

0.000.00

　手をつなぐ育成会補助金（40千円）

◆２６年度直接経費の内訳

　 身体障害者福祉協会補助金（300千円）

　 肢体不自由児父母の会補助金（40千円）

　 手をつなぐ育成会補助金（40千円）

100.0

00

432



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

―

4

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績
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135

H25

―

団体の活性化、障がい者（児）の社会参加を支援する上で、障がいに対する正しい理

解の促進を図る必要がある。

H24

―

―

―
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年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業実施におけ

る課題

事業の

達成状況

障がいのある方やその家族等で組織する団体に対し、運営費の補助を行うことで、障

がい者（児）の社会参加活動を支援した。

141

190

H25

事業番号

活動指標名

補助団体数

H23

活動回数

成果指標名

会員数

―
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―
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改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２６年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

引き続き各団体を調整を図りながら、団体運営の支援を行う。

方向性の判定
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方方方方

向向向向

性性性性

２７年度以降

の改善案

引き続き各団体と調整を図りながら、団体運営の支援を行う。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

各団体の活動は、障がい者（児）の社会参加を支えており、障がいに対する正しい理

解の促進や地域ボランティアとの連携にもつながっているため、現状どおりの支援と

する。

判定理由

判　定　理　由

維　持

事業を縮小・

廃止したときの

影響

維　持 一次評価のとおり。

方向性の判定

活動のためには、会員の会費の負担を増やすこととなり、現状の会費で活動をするこ

とになると活動範囲が狭まり、障がい者（児）の社会参加活動の低下につながる。


